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Ⅰ 地域イノベーション学研究科の教育目的と特徴 

 

１．三重大学の教育目的 

 三重大学の中期目標において基本理念は「三重から世界へ： 地域に根ざし世界に誇れる

独自性豊かな教育・研究成果を生み出す。～ 人と自然の調和・共生の中で～ 」というミ

ッションステートメントにまとめられ、これに基づき教育全体及び大学院教育の目標が設

定された。 

 

○ 三重大学の基本理念と目的 

 

〔基本理念〕 

三重大学は、総合大学として、教育・研究の実績と伝統を踏まえ「人類福祉の増進」「自

然の中での人類の共生」「地域社会の発展」に貢献できる「人材の育成と研究の創成」を目

指し、学術文化の受発信拠点となるべく、切磋琢磨する。 

 

〔目的〕 

（１） 教育 

三重大学は「感じる力」「考える力」「生きる力」を躍動させる場として、社会の新しい

進歩を促すと同時に他者に対する寛容と奉仕の心を併せもった感性豊かな人材を育成す

る。 

三重大学は課題探求心、問題解決能力、研究能力を育てるとともに、学際的・独創的・

総合的視野をもち、国際的にも活躍できる人材を育成する。 

 

１ 教育に関する目標 

○ （教育全体の目標） 

「感じる力」「考える力」「生きる力」がみなぎり、地域に根ざし国際的にも活躍できる人

材を育成する。 

・（大学院教育） 

学際的・独創的・総合的視野を基盤にした専門的研究を通して、地域・国際社会に貢献

できる研究者及び高度専門職業人を育成する。 

（ 出典： 国立大学法人三重大学第１期中期目標抜粋）

 

２．地域イノベーション学研究科の教育目的 

 地域イノベーション学研究科の教育目的は、大学全体の教育目的を踏まえた上で、特に

大学全体の教育目標である４つの力(「感じる力」「考える力」「生きる力」「コミュニケー

ション力」)がみなぎり、「地域に根ざし国際的にも活躍できる人材を育成する」及び「専

門的研究を通して、地域・国際社会に貢献できる研究者、及び高度専門職業人を育成する」

に合致した目的を以下のように設定した。 

 

（研究科の目的） 

研究科は，地方産業界が求める即戦力型人材であるプロジェクト・マネジメントができ

る研究開発系人材の育成に特化した教育・研究を展開することにより，高度な専門知識及

び応用能力を持ち，創造性豊かな研究開発活動を進める高度専門職業人及び研究者を養成
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し，地域社会の将来を担う中核人材を育成するとともに，地方立脚型の企業が抱えている

成長障害要因の克服に必要な学際的研究を実施し，その成果を社会に還元することを目的

とする。 

（博士前期課程の目的） 

博士前期課程地域イノベーション学専攻は，専門分野における研究開発担当者として，

研究課題を取り巻く総合的な状況を考察し，解決策を構築していく製品化のための研究開

発プロジェクトのマネジメントができる研究開発系人材を養成することを目的とする。 

（博士後期課程の目的） 

博士後期課程地域イノベーション学専攻は，自立した研究者として，研究開発成果を基

にした新規事業プランの立案からその事業化までの企画・執行・調整に関する総合的なマ

ネジメントを行う事業化プロジェクトのマネジメントができる研究開発系人材を養成する

ことを目的とする。 

（ 出典： 三重大学大学院地域イノベーション学研究科規程）

 

３．地域イノベーション学研究科の特徴 

 地域イノベーション学研究科は、従来型大学院教育で養成されてきた「高度な研究開発

能力」に加えて、新事業・新製品の企画から製品化までを完結できる「プロジェクト・マ

ネジメントができる研究開発系人材」の育成を目的とする大学院として平成 21 年４月に発

足した。本研究科は、博士前期課程及び博士後期課程を置き、各課程は先端融合工学と総

合バイオサイエンスの２つのユニットで構成している。学生はいずれかのユニットに所属

するが、２つのユニットは融合しながら学際的教育を行っている。 

本研究科の第一の特徴は、１人の学生に対して、専門的な教育研究指導能力のある教員

（Ｒ＆Ｄ教員）とプロジェクト・マネジメント力のある教員（ＰＭ教員）を配置し、実践

的研究開発マネジメント能力を備えた人材の育成を行っている点である。この体制の下、

Ｒ＆Ｄ教員とＰＭ教員が同時に指導を行う教育方法（サンドイッチ方式教育）により、学

生は両方の能力をバランス良く身につけられるよう工夫している。第二の特徴は、地域の

企業や研究機関との共同研究プロジェクトを実施しながら教育するＯＰＴ（On the Project 

Training）型教育である。学生は、様々な研究プロジェクトの遂行を通して地域社会に存

在する問題を発見し、その問題の要因を分析し、その解決方法を総合的・実践的に研究開

発することができるようトレーニングを受けている。 

本研究科は、これらの特徴ある教育を通して、三重地域圏の研究開発系企業や自治体等

が必要とする「プロジェクト・マネジメントができる研究開発系人材」の育成を目指して

いる。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

 直接的には在籍する大学院生と修了生及び彼らの親族を中心とし、間接的には三重地域

圏を中心とする近県の住民、また修了後、彼らを受け入れる三重地域圏の研究開発系企業

や自治体を関係者として想定している。学生からは、「プロジェクト・マネジメントができ

る研究開発系人材」として活躍する力を身につけることが期待され、地元住民、地域の研

究開発系企業からはそれぞれの環境において活躍するのみならず、国際的にも通用する人

材を育成することが期待されている。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点１－１ 基本的組織の編成  

(観点に係る状況) 

 本研究科の博士前期課程および博士後期課程は、地域の研究開発系企業に不足している

「プロジェクト・マネジメントができる研究開発系人材」の養成を目的に掲げており、こ

れを達成するための教育体制として、再課程は先端融合工学ユニットおよびバイオサイエ

ンスユニットの２つのユニットを構成している。それぞれのユニットには、専門的な教育

研究指導能力のある教員（Ｒ＆Ｄ教員）４名とプロジェクト・マネジメント力のある教員

（ＰＭ教員）１名を配置しており、ユニット間での連携・融合を図りながら研究科全体で

学生教育を行っている（資料 1-1-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 1-1-1 博士前期及び博士後期課程の教員配置 状況 （平成 21 年 9 月 1 日現在） 

専 攻 名 ユニット名 担当種別 教授 准教授 合計 

Ｒ＆Ｄ ３ １ ４ 
先端融合工学 

ＰＭ １ ― １ 

Ｒ＆Ｄ ２ ２ ４ 
総合バイオサイエンス

ＰＭ １ ― １ 

地域イノベーション学

合 計  ７ ３ １０ 

（出典：研究科運営戦略会議資料より抽出） 

 

 

 また、本研究科の教育は、１人の学生をＲ＆Ｄ教員とＰＭ教員との連携によって教育（サ

ンドイッチ方式教育）するとともに、三重地域圏の研究開発系企業や地方自治体等との間

で行われる産官学共同研究等を題材としたＯＰＴ（On the Project Training)型教育を特

徴としている（資料 1-1-2）。 

この体制の下、Ｒ＆Ｄ教員の講義および特別研究の指導によって「感じる力」および「考

える力」を養成するとともに、ＰＭ教員の講義および演習によって「生きる力」および「コ

ミュニケーション力」を養成できるよう教育目的を具現化するための編成となっている。 

また、発足した平成 21 年度の入学試験では、募集期間が極めて限られていたにもかか

わらず、定員に対する志願者数は博士前期課程で 150%、博士後期課程で 160%となり、定員

を大きく上回った（資料 1-1-3）。これは、地域イノベーション学研究科の目指す教育が社

会の要求と強く合致しているためであると分析している。 
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資料 1-1-2 組織全体の理念図 

共同研究での
教育協力

Ｒ＆Ｄ教員

基礎研究に関
する専門教育
を担当する

ＰＭ教員

研究開発プロ
ジェクト・マネ
ジメントに関
する専門教育
を担当する

三重地域圏
の企業

教育研究ユニット

兼担・兼任教員

① 企業での研究開発プロジェ
クト・マネジメントの実務経
験を有する本学教員

② 客員教授として招聘する企
業経営者

兼担教員

学際研究領域での専門性を
有する本学教員

地域イノベーション学研究科

研究マネジメントの指導

基礎研究の指導

研究開発プロジェクト・
マネジメントの養成に
関する専門講義

基礎研究能力の養成
に関する専門講義

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三重県など
地方自治体

支
援

特別研究 学生

OPT型教育 サンドイッチ方式教育
企業との共同研究を題材と

した実践教育
ＰＭ教員とＲ＆Ｄ教員が協

力して指導する

 

 

※Ｒ＆Ｄ教員＝リーサーチ＆ディベロップメント教員 

※ＰＭ教員＝プロジェクト・マネジメント教員 

※ＯＰＴ型教育＝On the Project Training 型教育  

（出典：研究科設置計画書より抜粋）

資料 1-1-3 入学志願者・入学者数等状況 （平成 21 年度） 

博 士 前 期 課 程        

専  攻  名  選  抜  別  定  員 志 願 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数  入 学 者 数

地 域 イノベーション学 一 般 選 抜  10 15(2) 15(2) 13(2) 13(2) 

※（ ）内 は，女 子 を内 数 で示 す。    

       

博 士 後 期 課 程        

専  攻  名  選  抜  別  定  員 志 願 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数  入 学 者 数

一 般 選 抜  0 0 0 0 

社 会 人 特 別 選 抜 8 8 6 6 地 域 イノベーション学

外 国 人 特 別 選 抜

5 

0 0 0 0 

（出典：研究科内資料より抽出） 
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観点１－２ 教育内容、教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

 教育内容や教育方法の改善に向けて取り組むため、本研究科では、教務委員会を中心と

した体制を整備している。特に、ＦＤ活動の一環として取り組む研究内容講演会は、本研

究科の教員は専門が幅広く研究内容も様々であるため、専門家でない聞き手に対して効果

的に説明するための方法と技術を互いに研鑽することを主要な目的として実施している。

さらに、この活動の効果を高めるための取組として、本講演会には博士後期課程学生の参

加を促し、講演を行った各教員は、講演会終了後、教員と学生の両方から説明の分かり易

さ等に関する評価を受けることとしている（資料 1-2-1）。 

 その他、博士前期課程の共通科目８科目に関して、授業改善のためのアンケート調査を

行っており、授業の満足度を総合的に表す指標「総合的に判断してこの授業に満足できた

か？」の問いに対して、前期の平均値は 4.35 となるなど高い評価が得られ、授業内容が概

ね満足されていることが明らかになった（資料 1-2-2）。また、人文・社会系の科目が中心

となった後期の授業では、満足度の平均値が 3.47 となり前期よりやや低かったが、本研究

科の学生全員が理系学部出身の学生であるため、後期の授業の理解がやや困難であったと

分析された。今後はこれらの科目の理解度を上げる工夫が必要であることから、平成 22

年度の教務委員会にて検討することとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 1-2-1 研究内容講演会開催状況 （平成 21 年度） 

No. 氏     名  職  名  等  ユニット種 別  日   程   

1 西  村  訓  弘  医 学 系 研 究 科 ・教 授     ６月 １２日 （金 ）19:00～20:00 

小  林  一  成  

副 研 究 科 長              

本 研 究 科 ・教 授           

（生 命 科 学 研 究 支 援 センター・

教 授 ） 

総 合 バイオサイエンス

2 

奥  村  晴  彦  
本 研 究 科 ・教 授           

（教 育 学 部 ・教 授 ） 
先 端 融 合 工 学  

 ７月 １０日 （金 ）19:00～21:00 

久  保  雅  敬  本 研 究 科 ・教 授  先 端 融 合 工 学  

3 

市  原  佐 保 子  

本 研 究 科 ・准 教 授         

（生 命 科 学 研 究 支 援 センター・

准 教 授 ） 

総 合 バイオサイエンス

 ８月  ７日 （金 ）19:00～21:00 

矢  野  竹  男  本 研 究 科 ・教 授  総 合 バイオサイエンス

4 

坂  内  正  明  本 研 究 科 ・教 授  先 端 融 合 工 学  

 ９月 １１日 （金 ）19:00～21:00 

5 苅  田  修  一  本 研 究 科 ・教 授  先 端 融 合 工 学   １０月  ２日 （金 ）19:00～20:00

萩  原  克  幸  
本 研 究 科 ・准 教 授         

（教 育 学 部 ・准 教 授 ） 
先 端 融 合 工 学  

6 

奥  村  克  純  生 物 資 源 学 研 究 科 ・教 授   

 １１月 １３日 （金 ）19:00～21:00

三  島    隆  本 研 究 科 ・准 教 授  総 合 バイオサイエンス

7 

鶴  岡  信  治  
研 究 科 長              

本 研 究 科 ・教 授  
総 合 バイオサイエンス

 １月  ８日 （金 ）19:00～21:00 

                        (出典：研究科教授会資料より抜粋) 
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資料 1-2-2 授業改善のためのアンケート結果 （平成 21 年度） 

アンケート

項 目 等 

総 合 的 に 判 断 し て こ の 授 業 に 満 足 で き た か ？ 

1.あてはまらない 2.あまりあてはまらない 3.どちらともいえない 4.ややあてはまる 5.あてはまる

  （５段階，中間点は３点） 

開 講 期 授 業 科 目 名 区 分 平均値 

前 期 基礎科学特論 必修科目 4.18 

前 期 先端産業学特論 〃 4.45 

前 期 産業人基礎特論 〃 4.36 

前 期 地域イノベーション学特論 〃 4.18 

前 期 バイオサイエンスマネジメント演習 〃 4.55 

前 期 開 講 科 目 の 総 合 平 均 値 4.35 

後 期 先端融合工学マネジメント演習 必修科目 3.45 

後 期 企業経営財務特論 選択科目 3.82 

後 期 技術者倫理特論 〃 3.10 

後 期 開 講 科 目 の 総 合 平 均 値 3.47 

※アンケートは，博士前期課程の共通科目について実施した。 

（出典：研究科教務委員会資料より抽出） 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 

 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 教育の目的を達成するための適切な教員配置が行われており、本研究科の特徴であるサ

ンドイッチ方式教育が適切に展開されている。また、ＦＤ活動は、教務委員会における継

続的な議論のみならず、研究内容講演会を活用した、教員の「教えるスキル」を磨く仕組

みによって期待を上回る効果を得ている。これら学生の授業に対する満足度の結果や入学

志願者の状況が良好であることを総合的に考慮し、本研究科の教育の実施体制は期待され

る水準を上回ると判断した。 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点２－１ 教育課程の編成  

(観点に係る状況) 

 本研究科には学部からの進学者、留学生、企業からの社会人入学者など、異なるバック

グランドを持つ多様な学生が入学してくることを想定しているため、これらの多様な学生

からのニーズに応える目的で、博士前期課程と博士後期課程から構成される区分制博士課

程として設置されている。博士前期課程と博士後期課程における科目編成の基本的考え方

は以下のとおりである。なお、平成 21 年度は研究科の設置初年度であるため、いずれの課

程においても１年次の教育のみを実施した。 

 

１）博士前期課程 

博士前期課程では、「研究開発」と「プロジェクト・マネジメント」に関する教育を並

行しつつ段階を踏んで実施するため、科目編成についても、①本専攻のすべての学生を対

象に学生基礎能力の養成を目的とする「共通科目」、②各教育研究ユニットにおける共通の

専門能力の養成を目的とする「専門科目」、③高度な研究開発能力とプロジェクト・マネジ
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メント能力の養成を目的とする「特別研究」に分類し、学生の習熟度に合わせた教育を行

っている（資料 2-1-1）。博士前期課程の修了に必要とされる単位数は、共通科目 10 単位

以上、専門科目 20 単位以上、特別研究８単位であり、修了必要単位数は 38 単位以上とし

ている（資料 2-1-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-1 博士前期課程における科目編成と履修方法 

１
年
次

前
期

後
期

２
年
次

前
期

後
期

（先端融合工学ユニット） （総合バイオサイエンスユニット）

（各教育研究ユニットでの教育）

修士論文の作成・提出・審査

専門科目

先
端
融
合
工
学
専
門
英
語
Ⅰ

先
端
融
合
工
学
専
門
英
語
Ⅱ

先
端
融
合
工
学
専
門
英
語
Ⅲ

先
端
融
合
工
学
専
門
英
語
Ⅳ

先
端
融
合
工
学
専
門
英
語
Ⅴ

専門科目

１科目以上

（博士前期課程の入学者全員を対象に教育を行う）

共通科目

地域イノベーション学の意義と プロジェクト・
マネジメントの考え方の教育

（必修科目）

・地域イノベーション学特論

・先端融合工学マネジメント演習

・バイオサイエンスマネジメント演習

産業界で働く開発系人材としての基礎力の教育

（必修科目）

・基礎科学特論

・先端産業学特論

・産業人基礎特論

２科目以上

養成する人材像
「製品化のための研究開発プロジェクトのマネジメントができる研究開発系人材」

特
別
研
究

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅰ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅱ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅲ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅳ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅴ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅵ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅶ

先
端
融
合
工
学
特
論
Ⅷ

特
別
研
究

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
専
門
英
語
Ⅰ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
専
門
英
語
Ⅱ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
専
門
英
語
Ⅲ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
専
門
英
語
Ⅳ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅰ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅱ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅲ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅳ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅴ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅵ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論
Ⅶ

先
端
融
合
工
学
ビ
ジ
ネ
ス
英
語

先
端
融
合
工
学
実
践
特
論
Ⅱ

先
端
融
合
工
学
実
践
特
論
Ⅰ

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
ビ
ジ
ネ
ス
英
語

総
合
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
実
践
特
論

１科目以上

（選択科目）

・企業経営財務特論

・技術者倫理特論

＊後期開講

４科目以上 ４科目以上２科目以上

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
研
修

反映

反
映

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
研
修

反
映

反映

「地
域
企
業
が
抱
え
て
い
る
成

長
障
害
要
因
の
解
決
法
」を
考

察
す
る
基
礎
力
の
教
育

「地
域
企
業
が
抱
え
て
い
る
成

長
障
害
要
因
の
解
決
法
」を
考

察
す
る
基
礎
力
の
教
育

専門知識の教育 専門知識の教育

「幅
広
い
分
野
の
先
端
技
術
群

を
融
合
さ
せ
な
が
ら
実
行
し
て

い
く
実
践
的
な
製
品
開
発
」
に

関
す
る
基
礎
力
の
教
育

専門英語教育 専門英語教育

専
門
ビ
ジ
ネ
ス
英
語
の
教
育

専
門
ビ
ジ
ネ
ス
英
語
の
教
育

研究を行うための基礎力と
研究開発プロジェクトのマネ
ジメントができる能力の教育

研究を行うための基礎力と
研究開発プロジェクトのマネ
ジメントができる能力の教育

「幅
広
い
分
野
の
先
端
技
術
群

を
融
合
さ
せ
な
が
ら
実
行
し
て

い
く
実
践
的
な
製
品
開
発
」
に

関
す
る
基
礎
力
の
教
育

 
(出典：研究科設置計画書より抜粋）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-2 博士前期課程修了要件 

科 目 群 科 目 種 別 選択の別 単位数 

共通科目 共通科目 必修，選択 １０単位以上 

インターンシップ研修 必修 ２単位 

所属ユニット専門科目 選択 １６単位以上 

専門科目 

他ユニット専門科目 選択 ２単位以上 

特別研究 特別研究 必修 ８単位 

修 了 必 要 単 位 計 ３８単位以上 

※以上の単位を修得し，必要な論文指導を受け，修士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

（出典：研究科設置計画書より抜粋）
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２）博士後期課程 

 博士後期課程では、高度な研究開発能力を土台として、幅広い分野についての専門知識

と種々の専門知識を基に新たな技術コンセプトを生み出していく研究開発のマネジメント

能力を養成するための教育を実施している。このため、①幅広い分野における専門知識の

修得を目的とする「専門科目」、②高度な基礎研究と研究開発のプロジェクト・マネジメン

トを行う能力の養成を目的とする「特別研究」の２段階の教育を実施している（資料 2-1-3）。

博士後期課程の修了に必要とされる単位数は、専門科目 14 単位以上、特別研究８単位であ

り、修了必要単位数は 22 単位以上としている（資料 2-1-4･P11-10）。なお、本研究科で開

講される科目以外にも学生の学習速度ならびに融合研究を行う場合の知識基盤を補足する

ために、指導教員の指導の下で他の研究科が開設する科目も受講可能としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-1-3 博士後期課程における科目編成と履修方法 

１
年
次

前
期

後
期

２
年
次

前
期

後
期

３
年
次

前
期

後
期

（先端融合工学ユニット） （総合バイオサイエンスユニット）

博士論文の作成・提出・審査

特
別
研
究

共通専門科目

（全学生を対象に教育を行う）

（先端融合工学ユニットでの教育） （総合バイオサイエンスユニットでの教育）

（必修科目）

先端融合工学マネジメント特論

バイオサイエンスマネジメント特論

ユニット専門科目 ユニット専門科目

（
選
択
科
目
）

先
端
情
報
科
学
特
論

先
端
計
算
理
工
学
特
論

先
端
材
料
科
学
特
論

先
端
シ
ス
テ
ム
科
学
特
論

先
端
応
用
生
物
化
学
特
論

先
端
知
能
機
械
工
学
特
論

先
端
情
報
伝
送
工
学
特
論

先
端
マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
工
学
特
論

（選
択
科
目
）

植
物
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論

情
報
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論

医
学
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論

高
度
農
学
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論

エ
ネ
ル
ギ
ー
バ
イ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
特
論

１科目以上
を履修

３科目以上を履修

養成する人材像
「研究開発成果を基にした事業化プロジェクトのマネジメントができる研究開発系人材」

３科目以上を履修

（必修科目）

地域イノベーション学演習

地域企業経営戦略演習

特
別
研
究

反映

「先端融合工学ユニットと総合バイオサイエンスユニット
が地域企業との産学連携によって実施する共同研究
プロジェクトの意義と目的」を理解させる

「地域イノベーション学の意義と展開」
を理解させる

反映

「企業経営側に立って主体的に事業化
戦略を考察する能力」を養成する

「地域企業が抱えている成長障害要
因を克服するための解決策を考案す
る基礎力」の養成

高度な研究能力と本格的
なプロジェクト・マネジメン
ト能力の養成

高度な研究能力と本格的
なプロジェクト・マネジメント
能力の養成

幅広い専門知識の修得
を目指した教育

幅広い専門知識の修得
を目指した教育

 

（出典：研究科設置計画書より抜粋）

－11-9－ 



三重大学地域イノベーション学研究科 分析項目Ⅱ Ａ 

 
資料 2-1-4 博士後期課程修了要件 

科 目 群 科 目 種 別 選択の別 単位数 

専門科目 専門科目 必修，選択 １４単位以上 

特別研究 特別研究 必修 ８単位 

修 了 必 要 単 位 計 ２２単位以上 

※以上の単位を修得し，必要な論文指導を受け，博士論文の審査及び最終試験に合格すること。 

（出典：研究科設置計画書より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点２－２ 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

 地域イノベーション学研究科は、地方産業界が求める「プロジェクト・マネジメントが

できる研究開発系人材」の育成と学際的研究の成果を地域社会に還元することを目的とし

ている。この目的を達成する一環として、地域社会への授業科目の開放に取り組んでいる。

平成 21 年度は、博士前期課程の共通教育科目である「技術者倫理特論」に１名の科目等履

修生を受け入れた(資料 2-2-1)。また、本研究科の授業は全て他研究科にも開放している。 

 

資料 2-2-1 科目等履修生受入れ状況 （平成 21 年度） 

受入人数 学 生 の 所 属 先 履修科目名 単 位 開講期 受入期間 

１名 
財 団 法 人 三 重 県 産 業

支援センター 
技術者倫理特論 １単位 後 期 21.11.18～22.3.31

                       （出典：研究科内資料より抽出） 

 

 

 

 

 

 

 

本研究科では、博士前期課程１年次の夏季休暇中に必修の専門科目として３～４週間の

インターンシップ研修を実施している。平成 21 年度は三重地域圏の中堅企業７社にそれぞ

れ１～３名の学生を受け入れて頂き、研修を実施した（資料 2-2-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-2-2 インターンシップ研修実施状況 （平成 21 年度） 

研修先企業名(所在地) 研修機関 参加人数 

株式会社アサプリホールディングス 

(三重県桑名市安永)  
21.8.24～ 21.9.18 ２  

株式会社イーラボ・エクスペリエンス 

(三重県津市あのつ台) 
21.8.24～ 21.9.18 １  

株式会社マスヤ 

(三重県伊勢市小俣町) 
21.8.24～ 21.9.18 ２  

株式会社中部メディカル  

(三重県四日市市松原町) 
21.8.24～ 21.9.18 ２  

株式会社百五経済研究所 

(三重県津市丸之内) 
21.8.31～ 21.9.18 ３  

辻製油株式会社 

(三重県松阪市嬉野新屋庄町) 
21.8.24～ 21.9.18 １  

万協製薬株式会社 

(三重県多気郡多気町) 
21.8.24～ 21.9.18 ２  

（出典：研究科運営戦略会議資料より抜粋）
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研修後、参加した学生に研修全体の雰囲気および指導の方法に関してアンケート調査を

した結果、全ての学生が「良かった」または「まあまあ良かった」と回答し、「良くなかっ

た」と回答した学生はいなかった。この結果からも「地域企業が抱えている成長障害要因

とその解決策」に関する学生の具体的理解を深めるという目的が達成されたと考えられる

(資料 2-2-3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 2-2-3 インターンシップ研修参加者に対するアンケート結果 （平成 21 年度） 

ア ン ケ ー ト 項 目 回答人数（参加人数 13 人）

良かった ９人 

まあまあ良かった ４人 全体の雰囲気 

良くなかった ０人 

良かった ７人 

まあまあよかった ６人 

研修先における

研修環境 

指導の方法 

良くなかった ０人 

（出典：研究科内資料より抽出） 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 

 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 博士前期課程、博士後期課程ともに、研究科の目的である「地域産業界が求めるプロジ

ェクト・マネジメントができる研究開発系人材の育成」に則した適切な教育課程を編成し

ている。また、授業は地域社会および他研究科に開放しており、多様な要求に応えられる

体制を整えている。さらに、博士前期課程で実施した平成 21 年度のインターンシップ研

修は、参加した学生、受け入れ企業からともに高い評価を受けた。以上の状況を総合的に

考慮し、教育内容は期待する水準を上回ると判断した。 

 

 

分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点３－１ 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況) 

本研究科では、教育目的を達成するため、以下のことに配慮した授業形態の組合せを行 

っている。 

１）博士前期課程 

博士前期課程では、１年次前期において、入学してきた全学生を対象とする共通科目と

して、①「産業界で働く開発系人材としての基礎力」を養成するための講義５科目と、②

「地域イノベーション学の意義」と「本研究科で学ぶプロジェクト・マネジメントについ

ての考え方」を修得するための講義１科目、演習２科目を配置している（資料 2-1-1・P11-8）。

また、１年次後期以降に実施される「特別研究」並びに「実践特論」において実施する「企

業が抱えている成長障害要因を探求するための方策」に関連した教育効果を上げるため、

「インターンシップ研修」を必修専門科目の実習として開講している。１年次後期からは、

各教育研究ユニットに分かれて専門的な教育へと移行し、各ユニットが開講する専門科目

から講義４科目および演習２科目を選択して履修させることで、幅広い領域の専門知識を

基にした学際研究を行う研究開発系人材としての基礎能力を養成している(資料 3-1-1)。 
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資料 3-1-1 博士前期課程 1 年次の開講形態別科目数 

科 目 区 分 形 態 別 先端融合工学ユニット 総合バイオエンスユニット

講 義 ６ 
共通科目 

演 習 ２ 

専門科目（ユニット共通） 実 習 １ 

講 義 ８ ７ 
専門科目 

演 習 ５ ４ 

特別研究 演 習 １ １ 

（出典：研究科設置計画書より抽出）

 

２）博士後期課程 

博士後期課程における教育では、１年次において、３分野以上の複数の領域について高

度な専門知識を修得させることで、「特別研究」を実施する基盤となる専門知識と学際研究

を企画・実行していくための専門能力を身に付けさせている。具体的には、先端融合工学

ユニットの学生には、学生が所属する先端融合工学ユニットが開設する「専門科目」から

３科目以上と、他の教育研究ユニットである総合バイオサイエンスユニットが開設する「専

門科目」から１科目以上の計４科目（８単位）以上を選択させ、１年次に履修させている。  

また、総合バイオサイエンスユニットの学生の場合にも、先端融合工学ユニットと同様

の考え方の選択により専門科目を履修させている。各学生による「特別研究」も 1 年次前

期から開始している(資料 3-1-2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-1-2 博士後期課程 1 年次の開講形態別科目数 

科 目 区 分 形 態 別 先端融合工学ユニット 総合バイオエンスユニット

専門科目 講 義 ８ ５ 

特別研究 演 習 １ １ 

（出典：研究科設置計画書より抽出） 

 

学習指導法の工夫として、シラバスについては本学ではウェブシラバスを導入しており、

本研究科も全学の方針に沿って、授業の目的・概要、学生の到達目標、成績評価方法と基

準、各回の学習内容、学習課題（予習・復習）等の項目を提示している。学生は、学内Ｌ

ＡＮを通じて、いつでも自由にウェブシラバスにアクセスできる環境にあり、シラバスの

活用に向けて利便性に配慮している（資料 3-1-3）。また、本学ではウェブサイトを活用

した独自の e ラーニングシステム「三重大学 Moodle(ムードル)」を整備しており、本研究

科も教材配付、レポート提出、ディスカッションなどハード面での学習指導法の工夫を行

っている。 
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資 料  3-1-3 シラバスの例 示 （抜 粋 ） 
シラバス基 本 情 報  

開 講 年 度 ・区 分  2009 年 度 ・地 域 イノベーション学 研 究 科 (博 士 前 期 課 程 ) 
授 業 科 目 名 称  基 礎 科 学 特 論  
対 象 学 生 ・科 目 区 分  地 域 イノベーション学 研 究 科 (博 士 前 期 課 程 )・・・1 年 次  
開 講 学 期 ・単 位 数 等  前 期 ・2 単 位  
他 研 究 科 等 の受 講  他 研 究 科 受 講 可 能  

鶴 岡 信 治 (地 域 イノベーション学 研 究 科 ),奥 村 晴 彦 (地 域 イノベーション学 研 究 科 ),久

保 雅 敬 (地 域 イノベーション学 研 究 科 ),萩 原 克 幸 (地 域 イノベーション学 研 究 科 ),奥 村

克 純 (生 物 資 源 学 研 究 科 ),小 林 一 成 (地 域 イノベーション学 研 究 科 ),三 島 隆 (地 域 イ

ノベーション学 研 究 科 ),市 原 佐 保 子 (地 域 イノベーション学 研 究 科 ) 

担 当 教 員  

授 業 内 容 ・授 業 計 画  

授 業 種 別  講 義  

キーワード・テーマ 基 礎 科 学 、バイオサイエンス、融 合 工 学 、学 際 的 研 究  

学 際 的 研 究 を行 うために必 要 なバイオサイエンス、メディカルサイエンス、環 境 科 学 、

情 報 科 学 、材 料 科 学 、測 量 科 学 などの専 門 知 識 をオムニバス方 式 で教 育 すること

で、幅 広 い領 域 の科 学 専 門 知 識 について理 解 させる。 

授 業 の目 的 ・概 要  

学 生 の到 達 目 標  学 際 研 究 を行 う研 究 者 に必 要 な幅 広 い領 域 に渡 っての基 礎 科 学 知 識 を修 得 する。

成 績 評 価 方 法 と基 準  100 点 をレポート 50%、期 末 試 験 50%の割 合 で評 価 し、60 点 以 上 を合 格 とする。 

オフィスアワー メールにより各 授 業 担 当 教 員 に連 絡 を取 り、面 談 する。 

「三 重 大 学  Moodle」使 用  Moodle を利 用 し、ネットでのコミュニケーションを有 効 利

用 する。 
授 業 改 善 への工 夫  

授 業 計 画 ・学 習 の内 容 と課 題   

 学 習 内 容  課 題  

   

○幅 広 い研 究 分 野 の知 識 を修 得 するた

めに講 義 で学 んだことを総 括 し、自 分 の

考 えを加 味 してレポートとしてまとめ提 出

する。 

第 １回  地 域 イノベーションを起 こす基 礎 科 学  
 第 ２回  脳 の認 知 モデルを実 現 した文 字 認 識 システム 

第 ３回  データ圧 縮 のアルゴリズムとソフトウェアの歴 史  

第 ４回  有 機 /無 機 ハイブリッド化 による新 機 能 発 現 のメカニズム 

第 ５回  有 機 /無 機 ハイブリッドがもたらす材 料 イノベーション 

第 ６回  「Neurocomput ing」の世 界 について 

第 ７回  データマイニングが引 き起 こすイノベーション 

第 ８回  動 物 細 胞 の分 化 ・分 裂 過 程 とその制 御  

第 ９回  先 端 生 命 科 学 における研 究 手 法 とイノベーション 

第 １０回  生 物 におけるエネルギーの流 れ 

第 １１回  食 糧 生 産 を支 えてきたイノベーション：「緑 の革 命 」 

第 １２回  日 本 の諸 地 域 で行 ってきた地 域 生 物 資 源 の有 効 利 用  

第 １３回  生 物 ・化 学 的 に側 面 から見 た地 域 生 物 資 源 の特 性  

第 １４回  生 活 習 慣 病 の予 防 ・診 断 ・治 療 の研 究 開 発  

第 １５回  疾 患 感 受 性 因 子 の同 定 とオーダーメイド医 療 の実 現  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ウェブシラバス抜粋）   

 

 

また、本研究科の目的である「地方立脚型の企業が抱えている成長障害要因の克服」を

通した地域貢献のためには、既存産業の技術領域に異なる技術領域を融合させ、新たな製

品と事業を創り出すことが必要であると考えられる。これを実行していくプロジェクト・

マネジメント能力が「地域企業が行う新事業開拓を担当する中核人材」には求められる。

本研究科では、この目的達成のためには新しい考え方の教育方式を導入する必要があると

考え、「研究能力の養成を指導する教員」（Ｒ＆Ｄ教員）と「研究開発・新規事業構築のプ

ロジェクト・マネジメント能力の養成を指導する教員」（ＰＭ教員）による「サンドイッチ

方式」の教育を行っている（資料 1-1-2・P11-5、資料 3-1-4）。 

また、学生に対する研究指導体制も「サンドイッチ方式」をとっており、主および副指

導教員にＲ＆Ｄ教員とＰＭ教員を組み合わせて学生一人一人に配置しているほか、産業界

で働くための実践的な能力を養成するための工夫として、地域の研究開発系企業、研究機

関および自治体等との共同研究プロジェクトを「特別研究」の題材として活用するＯＰＴ

（On the Project Training）型教育を実施している（資料 3-1-5）。 
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これらの新しい教育方式は、発足年度である平成 21 年度から開始しており、大学院の

教育に対する学生の満足度調査「e.現場体験や現場実習」に係る結果等から効果的に機能

している（資料 4-2-1・P11-18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-1-4 サンドイッチ方式教育及びＯＰＴ型教育の概念図 

 

 
（出典：研究科パンフレットより抜粋）
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資料 3-1-5 主なＯＰＴ型教育の実施状況 （平成 21 年度） 

担当教員 担当学生 研究プロジェクト名称 共同研究等の相手方 区 分 

鶴岡信治 博士前期・学生Ａ 画像処理 によ る梅の実 の形 状評

価方法の研究開発 

チョウヤ梅酒株式会社 共同研究

小林一成 博士前期・学生Ｂ いもち病 菌感 染初期の 菌糸 伸長

を抑制す るイ ネ圃場抵 抗性 遺伝

子の単離と機能解析 

独立行政法人農業生物

資源研究所 

受託研究

苅田修一 博士前期・学生Ｃ サトウキ ビバ ガスに対 する 糖質

結合モジュール（CBM）の機能解

明及び評価 

味の素株式会社ライフ

サイエンス研究所 

共同研究

鶴岡信治 博士後期・学生Ａ 統計的手 法を 利用した 経営 組織

の分析手法の開発 

有限会社ヒキタ経営情

報事務所 

共同研究

〃 博士後期・学生Ｂ 地域イノ ベー ションの 数理 モデ

ルの構築と評価方法の開発 

株式会社百五経済研究

所 

共同研究

〃 博士後期・学生Ｃ 新型モールド変圧器の研究開発 東芝産業機器製造株式

会社 

共同研究

苅田修一 博士後期・学生Ｄ スイート ソル ガムを利 用し た三

重県型バイオエタノール・飼料同

時生産シ ステ ム構築に 関す る基

礎的研究 

株式会社マスヤ 共同研究

三島 隆 博士後期・学生Ｅ 

※共同研究については，共同研究契約に至っていないものも含む。 

（出典：研究科内資料より抽出） 
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観点３－２ 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況) 

 地域イノベーション学研究科の教育目的である「プロジェクト・マネジメントができる

研究開発系人材の育成」のためには、学生の主体的な学習意欲を促すとともに、本学の教

育目標である「感じる力」「考える力」「生きる力」および「コミュニケーション力」の養

成が必要不可欠であることから、４つの力を養成するために効果的であるＰＢＬ教育に取

り組んでいる（資料 3-2-1）。ＰＭ教員が担当する科目を中心に博士前期課程の５科目およ

び博士後期課程の６科目においてＰＢＬ教育を実施している。また、ＰＢＬ教育科目の実

施のために欠かせないグループワークを行うため、本研究科の大学院生が自由に利用でき

る院生居室（総合研究棟３階、301-302 号室）を整備し、自主的な学習に利用するための

パソコンを設置した。これに対し、大学院の教育に対する学生の満足度調査「c．ゼミなど

の少数人数課題探求型の授業」及び「i．研究設備」に係る結果等から、取組の成果が上が

っている(資料 4-2-1･P11-18)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 3-2-1 PBL 教育を実施している科目 

課 程 別 授  業  科  目  名 キーワード（テーマ） 

先端融合工学マネジメント演習 学際研究マネジメント，先端技術の総合理解力 

バイオサイエンスマネジメント演習 学際研究マネジメント，バイオ関連技術の総合理

解力 

技術者倫理特論 技術者倫理，工学倫理，知的財産，特許，著作権，

PBL，多面的理解，社会理解 

博士前期 

課程 

先端融合工学特論Ⅰ 計算機工学，並列処理コンピュータ，ベクトルプ

ロセッサ，マルチプロセッサ 

総合バイオサイエンス特論Ⅱ 医用画像処理，空間フィルタ，パターン認識，フ

ーリエ変換，ニューラルネットワーク 

先端計算理工学特論 シュミレーション工学，計測システム，信号処理，

コンピュータネットワーク 

先端応用生物化学特論 生物触媒，物質変換，発酵，バイオマス，物質生

産，バイオエネルギー 

先端知能機械工学特論 福祉用機器，知能機械，ロボット，システム設計，

人間機械協調，人間工学的評価 

情報バイオサイエンス特論 統計的パターン認識，確率統計学（多変量解析），

ニューラルネット，遺伝的アルゴリズム，ファジ

ィシステム 

博士後期 

課程 

医学バイオサイエンス特論 医学，医療，製薬 

高度農学バイオサイエンス特論 農学，地域資源 

（出典：研究科シラバスより抽出） 
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 さらに、学生の自主的な取組として、大学祭の期間を利用して「地域イノベーション学」

の理解を深めるための討論会を実施した（資料 3-2-2）。インターンシップ研修にご協力頂

いた地域企業や一般者が参加して「地域イノベーション学」に関する活発な討論が行われ

た。この討論会は、主に博士前期の学生が企画、準備および実施を担い、教員の関与無し

に成功させることが出来た。このことは、本研究科における教育が、「プロジェクト・マネ

ジメント力の養成」に関して効果的に機能していることを示していると言える。 

 

 
資料 3-2-2 学生主催討論会実施状況 （平成 21 年度）  

 
日 程 会 場 参 加 者 プ ロ グ ラ ム 

 
21.11.7(土 ) 本 学 講 堂  本 学 学 生 ， 教 職 員 ，  

イ ン タ ー ン シ ッ プ 研 修

協 力 企 業 ・ 一 般 者 等  

・ 特別就職プチセミナー  
14:00～

16:50   

小 ホ ー ル  「なぜ他県に行きたがるっ！？」 
 

・世代トーク 
 

「最近の若いもんは・・・って！？」 約 40 名  
 ・中小企業におけるイノベーション 

 「地域活性化をねらって」 

 ・地域イノベーション成功の鍵 

「行政の役割とは？」 
 

 （出典：研究科運営戦略会議資料より抜粋） 

  
 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 

 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

発足年度である平成 21 年度から、本研究科の特徴である「サンドイッチ方式教育」と

「ＯＰＴ型教育」による新しいコンセプトの教育を確実に実行し、インターンシップ研修

やＰＢＬ教育による自主的な学習を促す教育方法が高い効果を上げた。また、大学院生室

やパソコンの整備により、自主的な学習環境を整備したことにより、その効果がさらに高

まっている。学生からの発案による、一般者も参加する討論会を、学生のみの力で成功裏

に開催できたことは、これらの教育方法における工夫が結実したものと分析している。以

上のことを総合的に考慮し、本研究科の教育方法は期待される水準を上回ると判断した。 

 

－11-16－ 



三重大学地域イノベーション学研究科 分析項目Ⅳ Ａ 
    

－11-17－ 

分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点４－１ 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況) 

 本研究では、学生の単位修得状況に加え、学生自らが学習達成度を自己評価することを

基軸として、教育成果を検証することとしている。平成 21 年度は、地域イノベーション学

研究科の発足年度であり、１年次の学生のみが在籍するため修了者はまだ出ていない。 

博士前期課程および博士後期課程において目標となる修得単位は、それぞれ 26 単位以

上および８単位以上である。これに対して、平成 21 年度に全学生が修得した平均単位数は

27 単位(博士前期課程)および８単位(博士後期課程)であり、順調に単位が修得されている

（資料 4-1-1、資料 4-1-2）。 

 

 資料 4-1-1 博士前期課程１年生の単位修得状況 （平成 21 年度） 
 

 修了要件単位数 1 年次の目標修得単位数 平均修得単位数 
 

 
３８単位以上 ２６単位以上 ２７単位  

 

  （出典：研究科内資料より抽出） 

 

 

 資料 4-1-2 博士後期課程１年生の単位修得状況 （平成 21 年度） 

 

 修了要件単位数 1 年次の目標修得単位数 平均修得単位数 

 

 
２２単位以上 ８単位以上 ８単位 

 

 
  （出典：研究科内資料より抽出）  

 

さらに、博士前期課程の前期および後期に開講する共通科目８科目を対象とした授業改

善のためのアンケート調査のうち、学生が身に付けた学力を表す指標となる「新しい知識・

考え方・技術などが獲得できたか？」の問いに対して、５点満点中 3.70～4.82 という極め

て高い評価が得られ、授業が概ね理解され、学生が新しい力を身に付けたことが明らかに

なった（資料 4-1-3）。 

前期の平均値は 4.69 と極めて高い値となったのに対して、後期に多く開講される人文・

社会系の科目の理解は困難であると予想されたが、これらの科目における平均値も中間点

の３を大きく越える 4.06 となり、高い教育効果が得られている。 
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資料 4-1-3 授業改善のためのアンケート結果 （平成 21 年度） 

 新 し い 知 識 ・ 考 え 方 ・ 技 術 な ど が 獲 得 で き た か ？ アンケート

項 目 等 1.あてはまらない 2.あまりあてはまらない 3.どちらともいえない 4.ややあてはまる 5.あてはまる

  （５段階，中間点は３点） 

開 講 期 授 業 科 目 名 区 分 平均値 

前 期 基礎科学特論 必修科目 4.82 

前 期 先端産業学特論 〃 4.73 

前 期 産業人基礎特論 〃 4.64 

前 期 地域イノベーション学特論 〃 4.45 

前 期 バイオサイエンスマネジメント演習 〃 4.82 

前 期 開 講 科 目 の 総 合 平 均 値 4.69 

後 期 先端融合工学マネジメント演習 必修科目 4.18 

後 期 企業経営財務特論 選択科目 4.27 

後 期 技術者倫理特論 〃 3.70 

後 期 開 講 科 目 の 総 合 平 均 値 4.06 

※アンケートは，博士前期課程の共通科目について実施した。 

（出典：研究科教務委員会資料より抽出） 

 

観点４－２ 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況) 

 平成 21 年度に地域イノベーション学研究科の学生に行った「大学院生の教育満足度調

査」では、研究科の評価に関わる項目の全てにおいて満足度の平均値が中間点の 3.50 を大

きく上回る結果が得られた（資料 4-2-1）。特に「c.ゼミなどの少人数課題探求型の授業」

（5.0/6.0）が高く評価されていることは、本研究科における教育の特徴であるサンドイッ

チ方式教育、ＯＰＴ型教育およびＰＢＬ教育などが着実に効果を上げており、加えて、「b.

大学院の授業」（4.7/6.0）や「f.日常的な研究指導」（4.7/6.0）に対して評価が高かった

ことは、本研究科の教員による教育の質が極めて高い水準にあることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 4-2-1 大学院生の教育満足度調査結果 （平成 21 年度） 

1.非常に不満 2.不満 3.やや不満 4.やや満足 5.満足 6.非常に満足（６段階，中間点は 3.5 点） 

調  査  項  目 平均値 

a.大学院の授業科目構成 4.3 

b.大学院の授業 4.7 

c.ゼミなどの少数人数課題探求型の授業 5.0 

d.最先端の研究や高度専門知識の教授 4.5 大学院の教育について 

e.現場体験や現場実習 4.5 

f.日常的な研究指導 4.7 

g.学位論文指導 4.6 

h.研究を進めるための環境整備 4.4 

i.研究設備（IT 環境，AV 機器，実験設備等） 4.3 

j.研究に必要な電子情報（図書，論文雑誌，データ

ベース等）の充実 
4.2 

研究環境について 

k.研究室内の人間関係 4.5 

（出典：研究科内資料より研究科の評価に関わる項目を抽出） 
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準) 

 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

 本研究科の１年次学生は、全員が目標単位をほぼ修得しており、予定年限で無理なく修

了できる見込みである。学生からの授業評価および大学院生の満足度評価などから、本研

究科の特徴であるサンドイッチ方式教育、ＯＰＴ型教育およびＰＢＬ教育が着実に効果を

上げていることが明らかとなり、期待された以上に学生が学業の成果を感じ取っているこ

とがうかがわれた。以上のことを総合的に考慮し、本研究科の学業の成果は期待される水

準を上回ると判断する。 

 

 

分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点５－１ 卒業(修了)後の進路の状況 

(観点に係る状況) 

 博士前期課程及び博士後期課程ともに、平成 21 年度は設置初年度のため修了者の実績が

ないため、記述を割愛する。 

 

 

観点５－２ 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

 博士前期課程及び博士後期課程ともに、平成 21 年度は設置初年度のため修了者の実績が

ないため、記述を割愛する。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

(水準)     

(判断理由)   
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Ⅲ 質の向上度の判断 
 

①事例１「博士前期課程におけるインターンシップの実質化」(分析項目Ⅱ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

 

本研究科のインターンシップ研修の目的は、博士前期課程１年次の学生が研修先の社員と近い立場に

立ち、「地域企業が抱えている成長障害要因とその解決策」に関して学生の理解を深めることにあり、

効果を高める独自の工夫として、以下のような取組を行った。 

・マッチングの充実 

 学生の研修先については、インターンシップ事前説明会において、研修の目的と地域企業の現状に

ついて説明を行った上で、担当ＰＭ教員の指導の下、研修先企業を選択させることとしているが、研

修先の候補企業は、「実践特論」で事例検証として取り上げる企業群および「特別研究」で実施する

共同研究の相手先企業群の中から研修先を選択させている。この方針により、予め学生は、地域企業

等の研修先が抱える成長上の問題点等を現実的に把握した上で研修に臨むことができ、より社員の立

場に近い実質的な研修を可能としている（資料 2-2-2・P11-10）。 

・研修期間の設定 

インターンシップの実施は、学生の学習機会確保への配慮とともに、学生が将来を見据えた自主的

な学習意欲向上等への配慮から、１年次の夏期休業期間内で実施することとしている。加えて、研修

期間は開発関連の職務を中心として３～４週間と設定しており、適切な時期に十分な期間で実務を体

験させることによって、より実質的なインターンシップの実施を図っている。 

・実践力の定着 

地域企業における研修の終了後には、就労体験を通して感じた企業の現状を考察したレポートを提

出させるとともに、研修先の企業からも出席を仰ぎ、議論に参加する「インターンシップ研修事後報

告会」を開催しており、各学生は研修経験を基に「地域企業が抱えている成長障害要因とその解決法」

に関する討論を行わせている（資料Ⅲ-1）。 

これら独自の工夫を施したインターンシップにより、学生が「地域企業が抱えている成長障害要因の

存在」を明確に認識することを可能としているとともに、大学院生の教育満足度調査「e.現場体験や現

場実習」等の結果から、高い水準の実質的なインターンシップ研修を行った（資料 2-2-3・P11-11、資

料 4-2-1・P11-18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料Ⅲ-1 インターンシップ研修事後報告会実施状況 （平成 21 年度） 

日 程 会 場 参 加 者 プ ロ グ ラ ム 

21.11.24(火) 本学メディア

ホール 

博士前期課程学生 12 名，教職員 15 名，  

インターンシップ研修協力企業からの招待

者 11 名 

・企業での研修体験報告 

10:30～15:00 ・質疑応答 

 

（出典：研究科運営戦略会議資料より抜粋） 
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②事例２「社会との連携を肌で感じる取り組み」(分析項目Ⅱ) 

(質の向上があったと判断する取組) 

本研究科の教育目的は、地方産業界が求める即戦力型人材であるプロジェクト・マネジメントができ

る研究開発系人材の育成である。この目的の達成には、学生は地方立脚型の企業が抱えている成長障害

要因の克服に向け、自ら考え行動する力を養う必要があり、教室の中での授業や研究室の中での研究の

みでは、このような力の涵養には不十分である。そこで本研究科では、学生が社会との連携を肌で感じ

る機会を与える取組が必要不可欠であると考え、予め交通費など学生の経済的な負担軽減策を整備した

上で、国際バイオＥＸＰＯへの参加（資料Ⅲ-2）や社会に貢献する有名企業の見学（資料Ⅲ-3）を実施

した。 

これらの取組に対して、学生は社会との連携を肌で感じ、将来研究開発系人材として活躍するイメー

ジを掴むための手がかりを得るなど将来を見据えた学習意欲の向上につながったとともに、大学院生の

教育満足度調査「d.最先端の研究や高度専門知識の教授」等において高い評価が得られており、教育目

的の達成に向けた質の高い取組を実施した（資料 4-2-1･P11-18）。 

 

 
資料Ⅲ-2 国際バイオＥＸＰＯへの学生等派遣状況 （平成 21 年度） 
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日 程 会 場 参 加 者 主 な プ ロ グ ラ ム 

 

21.7.1(水)

～   

21.7.3(金) 

東京ビッグサイト 博士前期課程 ・基調講演・特別講演  

学生１２名 ・大学・国立研究所による研究成果発表フォーラム  

教職員 4 名 ・バイオ研究支援製品・技術セミナー  

・バイオベンチャーによる技術プレゼンテーションフォーラム  

・バイオクラスタープレゼンテーション  

 
（出典：研究科運営戦略会議資料より抜粋） 

 
＊学生の経済的負担への配慮 

 
 大学－東京ビッグサイト間の交通費(@25,000 相当／人)を措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ⅲ-3 会社見学会実施状況 （平成 21 年度） 

日 程 見 学 先 参 加 者 内   容 

22.2.12(金) 伊那食品工業株

式会社 

・本社・研究所・工場等の見学 本学学生，教職員，自治体及び民間

企業の方等 24 名 9:00～18:00  ・同社会長との懇談会 

（出典：研究科教授会資料より抜粋） 

＊学生の経済的負担への配慮 

 大学－伊那食品工業(株)間はバスを借り上げ 

＊伊那食品工業㈱について 

 ４８年間増収増益を達成する長野県伊那市の食品メーカー。雑誌・メディア等で多数紹介。 


